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各校事務職員様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連携会議事務局
新年度の机・椅子等必要数予備調査について
　表題の件ですが、１１月１９日の定例会で意見が出され、連携会議で調査を行うこととなりました。調査の趣旨について再度お示しします。
資料が残っていないのですが、昨年度末に各学校の机や椅子あるいは職員室用の机椅子も含めて調査を行い市教委に移動の手はずをお願いしました。しかし、調査が年度末の差し迫った時期であり、そもそも市教委の業務では？という疑問を抱えたままのとりくみであるなど、反省点が多々ありました。定例会においては、児童生徒数や職員数の変動にともなう机椅子・事務設備の整備は教育委員会が主体的に行うべきことである、との認識で一致しましたが、現実に市教委がなかなか動かないということが想定されるため、本来的ではないとしながらもやはり我々でやらなくてはならないだろうとの結論に至ったものです。
　さて調査の観点ですが、一応下記のように考えたいと思います。
①児童生徒数の増加に伴う机・椅子の不足数について調査する。

②学級数増に伴う教室必置設備（教卓・カーテン・TVなど）について必要数を調査する。

③職員増に伴う職員室設備（事務机・椅子・PCなど）の不足について必要数を調査する。

そこで、児童生徒数・学級数・職員数の増加は既に予測数が明らかになっているので、まずこれを各校で確認してもらうことになります。次に話題となっている文部科学省の定数改善計画（文科省資料リンクはこちらです→定数改善計画案）ですが、通常この手の予算は年末から１月中には見通しが立つと思っているのですが、ご案内のとおりの政治状況ですから全く予測がつきません。見通しが立ったとしても、実施するかしないかの選択権が自治体にある仕組みですから、二重に難しいのです。ということで、とりあえず自然増減分だけ調査します。もし「文科省案によれば学級が増える（当然職員も増える）小学校」があれば事務局までご一報ください。

　回答用紙は次ページから、〆切は１月末までとします。集計後に市事協事務局が中心となって市教委と話し合いをしてもらうようお願いします。

と、ここまでは１７回連携会議で確認しましたが、その後１２月１０日付けで管理課から新年度の児童生徒机椅子必要数調査が入りました。しかし、本調査も実施するのでご面倒でも回答お願いします。また、職員用の机椅子の不要数についても調査項目を付加しました。昨年の状況から想像するに、職員の机や椅子、教卓などが余っている学校はほとんど無いと思いますが、それでも今年もそうして不足分を補うことができた学校もありましたので、ここはしぶとく実態調査したいと思います。　
新年度の机・椅子等必要数調査

学校名【　　　　　　　　　　　　　　　】〆切２０１１年１月３１日
１．次年度新学期に不足が予想される児童生徒の机椅子の数

	号数
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２．同じく不足が予想される教室必置設備備品（教卓・カーテン・TVなど）※「不要数」とは、廃棄を要するものでなく、他校での使用に耐えうるものをさします。（以下同じ）
	品　　　名
	不足数
	不要数※
	説　　　明

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


３．同じく職員増に伴う職員室設備（事務机・椅子・PCなど）
	品　　　名
	不足数
	不要数
	説　　　明

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


４．特記事項

	


報告先　連携会議事務局（樽川中）FAX　７４－２３６２



























